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論 文 内 容 要 旨
その生涯 にわた って資本主義社会の批判者であったカール ・マルクスは、 この社会 と密接 に結び
つ く 「私的所有」 とい う所有形態を人 間にとって絶対的なもの と見なす ことな く歴史的な もの とし
て相対化 している。それゆえ、資本主義分析 としての彼 の経済学(批 判)体 系 においては、 この所
有が所与の前提 とされていないと考え られるのであ り、 そこにおいて所有範疇がいかなる位置づけ
を与え られ、 また、いかなる展開のされ方 を しているかを考察す ることには独 自の意義が与 え られ
ると考え られ る。
しか し、従来、彼の所有展開にっいての正確 な理解が得 られてい るか といえば必ず しもそ うはい
いえない。彼 の主著である 『資本論』 の論理にそって所有範疇の展開方法を議論す る場合に、主 た
る論争の場の一っであ り続 けてきたのは、 その第二二章で展開され る 「商品生産の所有法則」の意
味内容 についての議論であるが、 この 「所有法則」 につ いての従来 の解釈 は必ず しも十分な もの と
はな っていない。彼の経済学体系の端緒範疇である 「商品」論 に対応するこの所有法則 こそが所有
展開について議論す る場合に も端緒的な意味において重要な意味を持っ可能性があるにも関わらず、
これの確定が十分で はないことがその所有 にっいての全体的な考察を少 なか らず錯綜 させているよ
うに思われ る。そ こで本稿 は、 これの確定への準備作業 として、 この 「所有法則」・につ いての従来
の理解がなぜ十分 なものとな らないのかを考察す るとともに、 これにもとついて新たな解釈の可能
性を模索す るための糸口を提起することをその課題 とするものである。
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従来の 「商品生産の所有法則」 にっいての理解 の仕方 は、「単純商品生産説」 と 「単純流通説」
という二っの代表的な商品論解釈 にそ って検討す ることが有効であるが、両説 と 「所有法則」 との
直接的な関係を考察す る前に、 これ らがそれ自体 としてどのよ うな構造を もった商品論解釈で ある
かが明 らかにされなければな らない。第一章の課題 はこの点にある。
まず、単純商品生産説 といわれ る解釈 は、『資本論』 冒頭商品論 の商品を 「単純商品」 であると
捉え、 この 「単純商品」 を、「単純商品生産関係」が付随 した抽象的商品交換主体 の想定 によ って
理解することをその特徴 と して いる。そ して、 冒頭商品を 「単純商品」 とす る必要性 は、資本主義
的商品では成 り立たない(と 考え られる)労 働価値論の存在 に規定 されている。それゆえ、単純商
品生産関係の想定は労働価値論 に整合的な理解 を与え るための機能を もっていると考え られるので
あるが、単純生産関係の この機能 を考察するためには、 これによって整合的に理解 され うる労働価
値論そのものについての理解をあわせて、その全体像を確認す る必要 がある。
この説の場合、その根底にある労働価値論理解 は次のような ものである。 まず、労働価値論 とは
価値の量的内実が労働量 によって規定 されることを明 らか にす ることをその第一の理論的課題 とし
てお り、商品交換部面における価値量 と生産過程内における投下労働量(直 接的投下労働量である
こともあるし、社会的必要労働量 とい う社会全体的視点か らの概念である場合 もあるのだが)と を
何 らかの論理を用いて接合することによってその 「証明」がなされうると考え られる。 この時、商
品交換主体 とい うッールを用いて両者 の接合 を図ろ うとす るな らば、「単純商品生産関係」 とい う
形で、直接 に生産過程 と結びっ いた商品交換主体 を用 いるとい う発想に行 き着 くことになる。単純
商品生産過程の想定 とは、価値量 と労働量 を直接 に結 びっけることのできる交換主体 の想定 を可能
にす る部面設定 としての機能を もっているのであり、二っの量の接合の ッールと してのこの機能が、
労働価値論解釈 において この説が果たす第一の機能である。その後、 この説 に対する宇野氏 の批判
を経由 して、価値実体の成立圏 とい う機能か らこの説の意味が語 られ る場合 もあるのだが、本稿で
はこれをあ くまで副次的な機能 と して扱 っている。
これに対 して単純流通説 は商品論 における単純商品生産関係(お よび生産過程 それ自体)の 想定
を否定 し、商品論の論理 は資本主義的生産社会内部での 「表層」 としての単純流通部面であるとす
る。 この説 自体 は、単純商品生産説が もっている困難(労 働力商品の交換主体 との不整合、および
マルクスの直接的叙述 との不整合)を 解消 しようとい う積極的な意図を もっのであるが、 この単純
流通部面を商品論の論理 を理解す るための抽象的商品交換関係 として用いるとい う点で は前説 と発
想 を共有 して いる。 それゆえ、 この説が労働価値論解釈に向か うときには、単純流通部面 は先 の説
と全 く同様 の機能を もって、労働価値論 を理解するたあのッールとして用い られることになる。 ま
ず、「価値実体の成立圏」 という機能を もって現れ、投下労働量 とは異 なった価値実体 を模索す る
ための理論空間 として機能する。 また、 さらに進む と、 これ また同様に価値 と労働量 を直接接合す
るための抽象的商品交換主体 を想定す る場 として機能す ることになる。 この説は、実体概念や抽象
的商品交換主体 の性格 について前説 と異 なる解釈 をするものの、労働価値論の課題や証明の仕方 と
い った根源的な部分で同 じ構造を もっているのである。
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第二章では、 この二っの 「商品論」解釈 と 「商品生産 の所有法則」理解の関係 を扱 っている。 こ
の 「所有法則」の理解 には、第一章で確認 したよ うな労働価値論理解のツールとしての両解釈の機
能が端的に表現 されており、 この 「所有法則」 をめ ぐる困難 を検討す ることは、両説 の商品論解釈
としての困難の検討を意味 している。
まず、「商品生産 の所有法則」その ものの理解 にっいては、 これが 「自己労働 に もとつ く所有」
とされる点で両説 は共通 している。そ して、 この 「自己労働 に もとつ く所有」 とは商品交換主体の
商品が自己労働の支出にもとついて いることを意味 しており、生産過程 における労働の支出主体 と
商品交換部面 における商品交換主体 とが同一の ものである(ま たはそ う見える)こ とを意味 してい
る。
単純商品生産説 の場合、資本主義的商品生産関係 とは異な った 「単純小商品生産」関係 を想定す
る解釈 は 「自己労働」 と整合性を維持 しうる。 とい うよりは、第一章 で確認 したような労働価値論
解釈にもとついて、価値 と労働量 を結 びっけよ うとす るな らば、直接 に労働 と結 びっいた交換主体
を想定する必要があるのであり、 この必要 に応え るために小商品生産関係が想定 されることになっ
ているといえる。 しか し、『資本論』の体系的な性格 を考 え る場合、 冒頭 の商品論を明 らかに非資
本主義的な小商品生産関係 の想定 によって理解 することはで きないのであ り、「資本主義的単純商
品生産」解釈 のよ うな解釈が現れて くる。 この解釈 は単純商品生産関係を資本主義的商品生産関係
か ら抽象 されたもの(ま たはこれを も含むもの)と して理解 しよ うとす るのであるが、 この場合非
資本主義的な ものである 「自己労働」 という命題 と整合性 を維持で きない ことになる。
同様の事態 は、商品論解釈 と して同様 の構造を もっ単純流通説の場合に も生 じる。単純流通説 の
場合、資本主義的(商 品)生 産過程の厳密な排除によ って流通部面に生 じる 「仮象」 として 「自己
労働 にもとつ く所有」が展開 され る。ただ、「自己労働」 は仮象であ るとはいえ、 この 「仮象」 に
よって価値 と労働量 とを結 びっけるという意図 は保持 されてお り、先の説 と同様に労働価値論理解
のッールとしてのこの説 の機能がこの命題に端的に表現 されている。 しか し、単純流通部面 を資本
主義的流通部面 との対応 において理解 しようとするな らば、 この 「自己労働」 とい う非資本主義的
命題 は維持できないとい う同様の困難が生 じることになる。
両説が 「自己労働 にもとつ く所有」を必要 とす るのは第一章で確認 したよ うな労働価値論解釈の
構造に もとついているとい うこととともに、「自己労働」 との不整合 という困難は、 いずれ も自ら
の解釈 を積極的に資本主義社会 との対応 において理解 しよ うとす る場合 に生 じていることを理解す
ることが ここで重要である。労働価値論を資本主義 的生産 とは何 らかの意味で次元を異 にする非資
本主義的な理論空間(あ るいはその内部 の抽象的商品交換主体)に よって理解 しようという発想 は、
『資本論」 の体系的理解 と根本的に相容れないのであり、 このよ うな解釈 では商品論 も 「所有法則」
も資本主義社会への対応を もって理解 しえないことになる。 それゆえ、従来 の解釈 に見 られるよ う
な労働価値論の構造が根本的に改め られることによって、商品論解釈 について も 「所有法則」 につ
いて も全 く別様 の解釈が可能 になるのであるとい うことを示唆す ることが本稿の最終的な結論であ
る。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、マルクスのいわゆ る 「商品生産の所有法則 の資本主義的取得法則への変転」に係 る論
争を念頭 に置 きっっ、当面の考察対象を、 「商品生産の所有法則」の何 たるかとい う問題 に絞 り、
その解明を試 みた ものである。
「序」で は、経済学が 「所有」なる契機をいかに取 り扱 うべ きか、 とい う問題意識の重要性に注
意を喚起 し、 それが端緒範疇 と しての 「商品論」 との関連で内包 するプロブ レマティークを明 らか
にしている。
第1章 では、従来の 「商品論」理解 の中か ら、代表的且っ対照的な二っの立場、「単純商品生産
説」 と 「単純流通説」を取 り上げ、それぞれが有する相補的な理論的特質 にも拘 らず、それ らが結
局のところ同一の理論構造をもっ、 としている。すなわち、前者 では、労働価値論 との整合性を確
保す るという眼 目のもとに、生産過程 と結 びっいた、抽象的な商品交換主体を媒介 に して、労働量
と価値量 との直接的接合が図 られている。 また後者で は、そ うした非論理的恣意性 を嫌 い、資本主
義社会の 「表層」か ら抽象 された単純流通部面 ・生産の彼岸性の論理が 「商品論」 を形成するとさ
れるのであるが、その仮象性 に照応 した、価値実態の成立圏が別個 に要請 され るや、そ こでは、労
働量、価値量、商品交換主体の相互関連が、「単純商品生産説」 と全 く同断 に理解 されている。 か
くしてこの両説 は、 その外見的対立 とは裏腹 に、その本質的同一性を特徴 としている、 と主張 され
る。
第2章 では、上記二っの 「商品論」理解 と 「商品生産 の所有法則」の関連が取 り扱われる。両説
は共に、「商品生産の所有法則」 を 「自己労働に基づ く所有」 と把握 しているが、 この理解 には文
献的裏付け も無 く、逆にそう理解す ることは、経済学の体系的展 開とい う観点に照 らして、資本主
義社会 の端緒範疇 としての商品 を、非資本主義的商品 によ って解明するとい う不合理、「資本主義
的単純商品生産」 という曖昧 な抽象、要するに、資本主義的諸関係 には本来疎遠な契機を体系内に
持 ち込む という、方法論上の不整合性 を抱 え込 むことになる、 としている。
「終わ りに」では、以上の考察 と総括を踏まえて、新 たな所有論展開の可能性が模索 され、その
独 自的方向性 が暗示 される。それは、私的所有 を前提 として商品交換が始 まるとい う通説を逆転 さ
せ、商品交換関係(お よび資本主義的生産関係)か ら私的所有を措定す るシステマテ ィックな展開
こそ、労働価値論 の積極的内実でなければならぬ、 とい うものである。
こうした本論文の個々の論点を取 り上げた場合、それ らがどの程度論証されているかについては・
種 々の見方がありうるであろうし、 その他 の点で も本論文 はい くっかの改善の余地 を残 している・
例えば、当該分野 における従来 の研究史の整理が概括的に過 ぎるとの念を禁 じ得ず、また積極的な
意味における著者独 自の所有論がまだ充分 に開示 され るには至 っていない。 しか しなが ら、経済学
体系 の端緒に設定 されるべき範疇は資本主義的商品である、 との立場を一貫 して堅持 しっつ、従来
説を吟味 し、「商品生産の所有法則」 と 「自己労働 に基づ く所有」 との無媒介的同一視 を批判 する
本論文の行論 と構成には、研究史の再検討を促す問題提起が含まれてお り、見 るべ きものが ある。
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また、上に摘記 した本論文の問題点 にっいていえば、本論文 の課題そのものに内在す る困難性に起
因 している側面 もあるとい うべ く、今後の研究 の進展の うちにそれ らの改善 と更なる成果が期待 さ
れるべきものであろう。本論文か らは、それを期待せ しめる胚芽的創見が看取 される。
よって、本論文 は、博士(経 済学)論 文 として合格 と判定す る。
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